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日本の貿易収支は 2011 年に赤字に転じ、2014 年は過去最大の赤字額（10.4 兆円）を

記録した。2015 年は、通年で赤字幅が大きく縮小するものの 5 年連続の貿易赤字が見

込まれている。また、サービス収支は縮小しつつも依然として赤字であるため、貿易・

サービス収支も赤字となっている。 

一方、所得収支は、第一次所得収支の拡大に支えられ大幅な黒字を計上してきた。所

得収支の黒字幅が貿易・サービス収支の赤字幅を上回っているため、長らく経常黒字の

担い手の中心であった貿易収支が赤字に転じたにもかかわらず、経常収支は黒字を続け

ている。 

日本の国際収支は、このように、貿易・サービス収支が近年赤字に転じる一方、所得

収支が大幅な黒字であり、他方で金融収支は従来から純資産の増加が続いている。国際

収支の構造が一国の経済発展に伴い変化するという「国際収支の発展段階説」の観点に

立つと、日本は以上の姿から、未成熟の債権国から成熟した債権国への移行期にあると

考えられる 1。 

経常黒字は続いているが、その大きさは実額でみても名目 GDP 対比でみても縮小傾

向で推移してきた（図表 1）。経常黒字が縮小することの意味は慎重に解釈されるべき

であるが、GDP への影響という点においては、2014 年までの貿易赤字の急拡大を主因

とした経常黒字の縮小には注意が必要であろう。2015 年前半は、輸入が原油価格下落

に伴い原油関連の品目を中心に大きく減少したことなどから貿易赤字が大幅に縮小し

たため、経常黒字は拡大に転じた。ただし、輸出は依然伸び悩んでおり、今後の経常黒

字の推移は予断を許さない。 

ところで、米国は 1970 年頃に未成熟の債権国から成熟した債権国へ移行したあと、

1980 年代の初頭までの 10 年以上この段階にとどまったとされる 2（図表 2）。同国は、

当時貿易収支が赤字傾向を強めたにもかかわらず、サービス収支の黒字化と所得収支の 

 
 

                                                   
1 一般に 未成熟の債権国は、経常収支、貿易・サービス収支、所得収支、金融収支の純資産増すべてがプ

ラス、成熟した債権国はこれらのうち貿易・サービス収支がマイナスとなる。 
2 経済産業省「通商白書（2007 年版）」などによる。 
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黒字拡大により、経常収支が一本調子で赤字に陥り早期に債権取崩し国に移行すること

を回避した i。 

経済の特徴も時代も異なることから単純な比較は難しいが、米国の過去の例をみると、

日本が成熟した債権国へ円滑に移行しその立場をできる限り長く維持するためには、政

府が方針として掲げている通り、旅行収支や直接投資収益の拡大により、それぞれサー

ビス収支と所得収支の拡大を目指すことが求められよう。同時に、①FTA も活用した新

興国の市場開拓、②日本ブランドやインフラのトップセールス、③中堅・中小企業の販

路拡大などにより、貿易赤字の拡大に歯止めをかけることも必要といえそうである ii。 
 

図表 1：日本の経常収支の内訳（名目 GDP 比） 

 

（出所）財務省「国際収支統計」 

 

図表 2：米国の経常収支の内訳（名目 GDP 比、1960～1982 年） 

 

（出所）米国商務省ウェブサイト 

                 
3 1983 年以降はその次の段階である債権取崩し国に移行したと考えられる。 
4 経済産業省「通商白書（2015 年版） 日本の成長を支える「3 つの力」」より。 
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